





















































































（３）　財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準Ⅰ 4 （ 4 ）等が、内部監査人が
内部統制の整備・運用状況をモニタリングすべきことを定めている。
（４）　上村達男「日本の会計・監査制度　資本市場の中核を担える態勢とはⅡ」会

































































































































更・廃止には SEC の承認が必要である等、SEC の監督に服しており（34














（16）　D.L. ラトナー=T.L. ハーゼン著、神崎克郎 = 川口恭弘訳『［最新］米国証券法































































































































































































































































































































































に係る意見書」 1 〜 6 頁（2012）。監査研究459号84頁以下（2012）に所収。
（42）　内部監査基準「内部監査の必要および内部監査基準の目的・運用」では、内部
監査基準の目的は、①内部監査の実務において範となるべき基本原則を明らかにす






































































andControl」,IIA（2013）,https: / /global.thei ia.org/standards─guidance/
























ネジメント連合（FERMA）が、EC 会社法第 8 号指令の改正に対応するため、監















































































（53）　河村・前掲注（ 5 ）129頁、日本内部監査協会・前掲注（41） 4 〜 5 頁、兼田
克幸「内部監査の充実・強化に向けた法制論などにおける諸課題」現代監査27巻48
頁（2017）。










































102　　早法 94 巻 3 号（2019）
役会の決議事項に加えて、その運用状況についても事業報告に記載される
ことになった（会社法施行規則118条 2 号）。そのため、内部監査について、































































































































































































































































































（86）　日本監査役協会・前掲（64）添付資料 1 ─①問 9 （40頁）。
（87）　澤口・前掲注（45）41頁。







































（90）　TheUKCorporateGovernanceCodeProvision25. パラグラフ 4 （2018）.








































（98）　神作裕之「第 1 章　本報告書の問題意識と構成」 2 、 4 頁「監査役制度問題研
究会　中間報告書─非業務執行役員の意義と役割について─」（日本監査役協
会　監査役制度問題研究、2014）。















































































































































（110）　米国の「独立」取締役については、神作・前掲注（98） 5 〜 6 頁、若林・前
掲注（20）45〜47頁、清水真人「米国投資会社法における独立取締役制度の歴史的
展開（ 1 ）（ 2 ・完）─投資会社法制定時から1970年代までを中心に─」企業
と 法 創 造 9 巻 1 号323頁 以 下（2012）、 9 巻 2 号179頁 以 下（2013）、 同・ 前 掲 注
（99）332頁以下。






























の 2 ・同施行規則436条の 2 ）
（113）　会社法制（企業統治等関係）部会第18回会議部会資料27「会社法制（企業統治
























施行規則100条 3 項 3 号に基づく「監査役監査の補助使用人に対する指示
の実効性の確保に関する事項」の取決めと整理する見解もあることは既述
したとおりである。


























































求められ（東証有価証券上場規程 7 条の 5 ）、上場会社には「コーポレー
ト・ガバナンスに関する報告書」の内容に変更が生じた場合に当該変更内
容を記載した書面を提出することが求められるようになった（有価証券上














は、第 2 号様式記載上の注意（56）監査の状況 b（a）（b）［上場会社等］、c［上場
会社等以外］と整理されているが、内容に変更はない。



























（120）　TheUKCorporateGovernanceCodeProvision25. パラグラフ 4 （2018）。
（121）　山崎秀彦「イギリスにおけるコーポレート・ガバナンスに関する情報の開示と
保証」専修経営論集83巻74〜75頁（2016）。
内部監査の法的検討（遠藤）　　121
第 4 節　結びに代えて
　検討が不十分なところが多いが、内部監査基準の定義の変遷や、内部監
査の独立性を概観してきた。英米における内部監査は、法的には、法や取
引所規則に設置の根拠がある監査委員会が監督機関としてコーポレート・
ガバナンス機能を十全に発揮するための必要な存在として、法や取引所規
則の制定・改訂等を通じて発展してきた歴史があり、その意味で、内部監
査の歴史は、まさに法制度としてのコーポレート・ガバナンス改革そのも
のの歴史でもあったといえる。
　英米とは異なり、わが国の内部監査は、コーポレート・ガバナンスに関
わる法制度（金商法、会社法）との関連性を強く意識することなく、今日
まで、実務が先行し、発展を重ねてきたが、内部監査機能の持続的な維
持・存続・発展を内部監査に携わる組織や関係者のインテグリティと専門
的知見による自助努力に委ねるのではなく、法制度の側で、内部監査を実
効的なコーポレート・ガバナンスを実現できるプレーヤーであることを認
知し、正面から法制度の中に位置づけることが必要な時期がきている。今
後、内部監査に関する法的な研究が開始され、法制面での整備が進むこと
を期待したい。
